
公益財団法人ルイ・パストゥール医学研究センター 
コンプライアンス基本規程 

 
 
（目的） 
第 1 条 本規程は、公益財団法人ルイ・パストゥール医学研究センター（以下「当財団」とい
う。）におけるコンプライアンス体制の確立および適正な研究活動・業務遂行の確保を目的とす
る。 
 
（定義） 
第 2 条 本規程において「コンプライアンス」とは、次に掲げる事項を遵守することをいう。 
（1）法令（法律、政令、省令その他の関係法令） 
（2）当財団が定める諸規程（就業規則、研究倫理規程、研究費取扱規程、行動規範等） 
（3）研究機関として求められる倫理規範および社会的規範 
 
（適用範囲） 
第 3 条 本規程は、当財団に所属する役員、研究者、職員、その他当財団の業務に従事するす
べての者（以下「構成員」という。）に適用する。 
 
（基本方針） 
第 4 条 当財団は、研究の公正性および社会的信頼の確保のため、コンプライアンスを組織運
営の最重要事項の一つとして位置づける。 
2 構成員は、誠実性・透明性・説明責任をもって業務および研究活動を行わなければならない。 
 
（コンプライアンス推進体制） 
第 5 条 当財団にコンプライアンス推進責任者（以下「責任者」という。）を置き、事務局長
をもってこれに充てる。  
2 責任者の職務を補佐するため、コンプライアンス推進部門（以下「推進部門」という。）を
置く。  
3 推進部門は、専任又は兼務の事務局職員により構成するものとする。  
4 運営会議は、推進部門の業務に関する重要事項について助言及び監督を行い、次に掲げる事
項を審議する。  
（1）コンプライアンス体制の重要な方針及び改定  
（2）重大な通報事案への対応方針  
（3）再発防止策の策定及び評価  
（4）その他責任者が必要と認める事項  



5 推進部門は、必要に応じて外部有識者の助言を求めることができる。 
6 推進部門は、必要に応じて外部有識者を含む助言体制を構築できる。 
 
（責任者の職務） 
第 6 条 責任者は、次の職務を行う。 
（1）コンプライアンス体制の整備および運用 
（2）教育研修の企画・実施 
（3）通報・相談事案への対応体制の統括 
（4）不正防止および再発防止措置の実施 
 
（構成員の責務） 
第 7 条 構成員は、法令および諸規程を遵守し、研究倫理および社会的責任を自覚して行動し
なければならない。 
 
（禁止行為） 
第 8 条 構成員は、次に掲げる行為を行ってはならない。 
（1）法令または諸規程に違反する行為 
（2）研究データの捏造、改ざん、盗用その他の研究不正行為 
（3）不適切な研究費の使用 
（4）他者への不正行為の指示、強要、教唆 
（5）不正行為の隠蔽または黙認 
（6）ハラスメントその他の人権侵害行為 
（7）利益相反を適切に開示しない行為 
 
（通報および相談制度） 
第 9 条 構成員は、不正行為またはその疑いを認識した場合、速やかに推進部門に通報するこ
とができる。 
2 構成員は、自己の行為がコンプライアンスに適合するか疑義がある場合、事前に相談するこ
とができる。 
3 通報および相談は、匿名で行うことができる。 
 
（通報者保護） 
第 10 条 当財団は、通報者に対して、通報を理由とする不利益な取扱い（解雇、配置転換、評
価低下その他一切の不利益取扱い）を行ってはならない。 
2 通報者の秘密は厳格に保護されるものとする。 
 



（調査および手続保障） 
第 11 条 推進部門は、通報があった場合、速やかに調査を開始する。 
2 調査対象者には、弁明の機会を付与しなければならない。 
3 調査は公正かつ中立に行われなければならない。 
 
（懲戒等） 
第 12 条 当財団は、調査結果に基づき、就業規則に従い懲戒その他必要な措置を講ずることが
できる。 
2 懲戒の決定にあたっては、適正手続を確保しなければならない。 
 
（免責の否定） 
第 13 条 構成員は、法令または諸規程に違反した場合、次の事由のみをもって責任を免れるこ
とはできない。 
（1）法令の不知 
（2）違反意思の不存在 
（3）他者の指示・関与 
（4）組織利益の目的 
2 ただし、故意・過失の程度および強制の有無は処分判断において考慮される。 
 
（教育研修） 
第 14条 当財団は、コンプライアンスおよび研究倫理に関する教育研修を年 1回以上実施する。 
2 教育研修の受講状況は記録・管理される。 
 
（記録および改善） 
第 15 条 当財団は、コンプライアンス体制の運用状況を定期的に点検し、必要な改善を行う。 
 
（附則） 
本規程は、2026 年 4 月 1 日より施行する。 
 


